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第２章 地域ブランド保護制度の世界標準～地理的表示保護制度について～………………14 頁 
1、 地域ブランドにおける 2 つの法的概念(商標と地理的表示) 






















2) 1 人当たりの国民所得(GNI)との関係 
6、 分析結果についての考察 
1) 国際条約と地理的表示保護制度の法形式との因果関係 
2) リスボン協定と TRIPS 協定の共通性 
3) 「追加的保護」と商標制度との関係 





















3) 地域内アウトサイダーによる地域団体商標の使用が商標法 26 条 1 項 2 号乃至 3 号に
該当すると判断された事例(博多織の場合) 







































財産戦略本部は 2004 年 5 月 27 日に「知的財産推進計画 2004」を公表し、その保護分野
の中で「地域ブランド」の保護制度のあり方について、産品・製品等の競争力強化や地域
の活性化を消費者保護の観点から検討することを明記している。また、経済産業省でも
2004 年 5 月 18 日に公表した「新産業創造戦略」では地域ブランド保護制度の整備の必要
性を指摘している。それを受けて、産業構造審議会知的財産政策部会・商標制度小委員会
は地域ブランドと商標制度について検討を重ね、2005 年 2 月に「地域ブランドの商標法
における保護のあり方について」という報告書をまとめ、この報告書の提言を受けて 2005
年 6 月 8 日の商標法の一部改正により地域団体商標制度が導入され、翌 2006 年 4 月 1 日
から施行されているところである。現在、同制度が施行されてから 8 年が経過した段階で、
登録件数は 570 件(2014 年 8 月 25 日現在)に上り、また、出願件数も合計で 1065 件(2014




2009 年 11 月に公表した単位農協(総合農協)を対象としたアンケート結果 では、代表的地
域ブランド品の知的財産権等の活用については「一般の商標(34.9％)」が最も回答が多く、
「地域団体商標(25.0％)」を上回る結果となった(農林水産省・都市農山漁村交流活性化機
構,2009)。また、制度施行後 1 年 4 カ月の時点ではあるが、自身の調査結果から実際の出
















































































に関するものと、諸外国における地域ブランド保護制度に関するものの 2 つに分けられる。 
我が国の現行制度である地域団体商標制度に関する研究としては、久保(2005)、永野










雅也(2004a, 2004b, 2005, 2011)、久々湊(2008)、青木博文(2008)、Audier・蛯原訳(2008)、
小林(2010)、森山ら(2010a, 2010b, 2010c, 2010d, 2010e, 2010f, 2010g)、Hughes・今村












































表 1 本研究の枠組み 
課題 研究項目 関係章 主な研究対象 既存研究との違い 








第 2 章 







我が国の現行制度 第 4 章 






産業政策 我が国の近年の議論 第 6 章 







































ティング協会(AMA)はブランドについて、「A name, term, design, symbol, or any other 










                                                  
 
1
アメリカマーケティング協会 WP; http://www.marketingpower.com 























































































































標法 3 条 1 項 3 号により原則的に商標登録を受けることができない。使用により出所につ
いて全国的な周知を得た場合には同 3 条 2 項の適用を受け商標登録が可能となるが、全国
的周知性という高い要件が課せられることから、それまでの間は第三者の便乗使用を排除
                                                  
 
2
例えば、「プロが見た 地域ブランドの実力」日経グローカル 137 号(2009)8-25 頁では、地域団体商標にこだわらず、ブランド
名だけで特定の地域を想起させるような有力な食品ブランドを対象に調査しているが、その中で取り上げられている 355 食品
のブランド名のうち 322 のブランド名が地域名＋商品の名称の組合せで表記されている(筆者調べ)。 
- 15 - 
 
 















本研究でいう「地理的表示」の用語は、特に断りの無い限り TRIP 協定 22 条 1 項に定義
する意味においてのものとする。 
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義上重要な要素の 1 つであると考える。 
次に、TRIPS 協定上の地理的表示の保護内容について確認する。同協定における保護に
ついては 22条(商品の地理的表示の保護)及び 23条(ぶどう酒及び蒸留酒の地理的表示の追






誤認させるような表示がされる場合又はパリ条約 10 条の 2 に規定する不正競争行為を構
成する使用がある場合に、これを防止するための法的手段(民事上の司法手続きを利用した
権利行使を意味する)を利害関係者に与えなければならないとする規定である。また、同協
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商標制度を比較考察した研究がこれまでに複数存在する(荒木雅也, 2005; ガンジー, 2006; 
今村, 2006; 青木博文, 2008; 高橋, 2011)。その中で、荒木雅也(2005)は 5 つの観点から地
理的表示保護制度と商標制度を比較している。本研究では、荒木雅也(2005)の研究で挙げ
られた地理的表示と商標の相違点について下表にまとめた(表 2)。尚、荒木雅也(2005)の研
究では、地理的表示という用語について TRIPS協定 22 条 2項に定義されるものに限らず、
EC 農産物及び食品に係る地理的表示及び原産地呼称の保護に関する 1992 年 7 月 14 日の
理事会規則第 2081/92 号(以下、EC 食品規則という)に定義されるものも含まれていること
を記しておく。 
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 表 2 地理的表示と商標の相違点 



















































明細書の提出が要求されており(同規則 5 条 3 項)、且つ、明細書には、原料等の商品の特
徴、地理的区域の定め、生産方法、地理的環境との関連性を証明する資料、検査機関等を
記載しなければならないと規定されている(同規則 4 条 2 項)。また、生産者は明細書を遵









TRIPS 協定が、同協定 1 条 1 項の規定により加盟国において協定上対象となる知的財産
権の保護に関する最低基準(ミニマム・スタンダード)と位置づけられており、且つ、同協





いる(森山, 2010a; 橋本, 2011; 高橋, 2011)。それら研究のうち、高橋(2011)は各国の法制
度は大別すると以下の 3 つに分類できるとしている。 
(ア) 地理的表示に関し、独自(sui generis)制度を設けて保護する国又は地域 
(イ) 地理的表示を商標制度の特別規定で保護する国 



















るか。その点について、EU は 2008 年に作成した地理的表示に関する資料「Geographical 
indications and TRIPs: 10 Years Later…A roadmap for EU GI holders to get protection 
in other WTO Members」(以下、「本 EU 資料」という)を作成している3。本 EU 資料は
EU 域外の世界 160 か国について、EU の地理的表示の保護が可能と思われる国内法制度
の有無やその制度概要等が記載されており、その中では各国法制度の法形式についても
「sui generis protection」と「trademark regime」とに分類して評価している。それによ
ると、本 EU 資料に記載された 160 か国に EU を加えた 161 か国のうち、地理的表示の保
護が可能な法制度を有する国は 142 か国に上る(別表)。地理的表示保護が可能な 142 か国
のうち、独自制度を設けている国は 82 か国(58％)であり、商標制度で対応している国は
68 か国(48％)となっている(図 2)。これらのうち 8 か国(日本、中国、韓国、シンガポール、
スリランカ、バーレーン、南アフリカ、ジャマイカ)は両制度を併用しており、上記(ウ)に
該当する国々(6％)である。したがって、上記(ア)に該当する国々は 74 か国(52％)、上記(イ)
                                                  
 
3 EU の WP を参照。 
http://ec.europa.eu/trade/creating-opportunities/trade-topics/intellectual-property/geographical-indications/ 
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図 2 調査対象 161 か国の割合 
 
(出典) 本 EU 資料(2008)より、筆者作成 





表 3 調査対象 161 か国の地域別の状況 
 アジア ヨーロッパ アフリカ 北米 中南米 オセアニア 




独自制度 25 か国 11 か国 23 か国 0 か国 23 か国 0 か国 
商標制度 24 か国 4 か国 25 か国 2 か国 7 か国 6 か国 
(うち、併用制度) (6 か国) (0 か国) (1 か国) (0 か国) (1 か国) (0 か国) 
保護制度なし 3 か国 0 か国 4 か国 0 か国 4 か国 8 か国 
合計 46 か国 15 か国 51 か国 2 か国 33 か国 14 か国 
(出典) 本 EU 資料(2008)より、筆者作成 
5、 我が国の地理的表示保護に係る諸制度の状況について 
我が国における地理的表示保護に関係する諸制度については、TRIPS 協定に対応した制






として前述の本 EU 資料でも取り上げられている。酒団法では、同法 86 条の 6 において
酒類の表示の基準について定めることができるとし、国税庁告示「地理的表示に関する表





っても使用してはならないとされる(同基準 2 条 1 項ないし 3 号)。不正競争防止法では、




を定めている(同法 14 条 1 号及び 2 号)。同法におけるこのような措置は TRIPS 協定 22
条 2 項に対応するものであるとされる(青木博文, 2008)。尚、同法の適用が問題となった裁
判例として、奈良地判平 15・7・30 判例集未掲載(三輪素麺事件)4や富山地判平 18・11・
10 判時 1955 号 137 頁(氷見うどん事件)がある。 









                                                  
 
4
尚、本裁判例は、不正競争防止法について 2 条 1 項 13 号ではなく同 1 号及び 2 号の該当性を争った事例であることに注意を
要する。 




表示基準の対象外とする旨規定されている(同法 19 条の 13)。又、景表法では、不当な表
示を禁止し、違反に対する内閣総理大臣(同法 12 条 1 項により消費者庁長官に権限委任)
の措置命令等を定める(同法 4 条及び 6 条)5。同法における原産地の不当表示の類型につい








定として、同 4 条 1 項 17 号が挙げられる。この規定は特許庁長官が指定する我が国のワ
インもしくは蒸留酒の産地を表示する標章又は WTO 加盟国で当該産地以外の使用が禁じ
られているワインもしくは蒸留酒の産地を表示する標章について、当該産地以外の地域を
産地とするものについて使用する商標の登録を拒絶するものであり、TRIPS 協定 23 条 2






度については、我が国商標法では、同法 2 条 1 項各号の規定に「証明」という文言が入っ
ていることから、証明を業とする者が使用する標章についても商標として認められる規定
となっているが、それ以外に通常の商標の規定と変わるところがなく、証明する商標権者
自身も登録商標の使用が認められると解される(同法 3 条 1 項柱書)。しかし、諸外国にお
ける証明商標制度の基本的ルールとして、証明の公正性を保つために商標権者による商標
の使用が認められていないのが一般的である(森山, 2010a; 鈴木康司・今村, 2004)。そう
                                                  
 
5
尚、消費者庁及び消費者委員会設置法の施行に伴う 2009 年 6 月 5 日改正以前は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す
る法律(以下、独占禁止法という)の特例法として、公正取引委員会が排除命令等の措置を行っていた。現行法では、公正取引委
員会は消費者庁長官より権限の一部を委任され、委任された権限を行使した場合は、速やかにその結果を消費者庁長官に報告
する旨定められている(同法 12 条 2 項及び 3 項)。 
6 「商品の原産国に関する不当な表示(昭和 48 年 10 月 16 日公正取引委員会告示第 34 号)」消費者庁
WP(http://www.caa.go.jp/representation/pdf/100121premiums_14.pdf) 



























義)が示されている(荒木雅也, 2004a, 2005)。この点、EU における EC 食品規則でも同
様の解釈が採用されており、かかる解釈を採用した著名な事例として、1992 年の
Exportur 事 件 欧 州 司 法 裁 判 所 判 決 (Case C-3/91 Exportur v LOR & CT 
[1992]ECRⅠ5529)が挙げられている7。荒木雅也(2005)は、この品質中立主義の採用に


































り、その最も著名な事例の 1 つは「Budweiser」の商標権を巡る紛争であろう(久々湊, 
                                                                                                                                                           
 
用の差止めを求めたものである。 
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2004; 木元, 2009; 西口, 2011)。本事例はチェコ共和国のビール醸造会社とアメリカの
ビール醸造会社が商標「Budweiser」の商標権を巡って世界各国で訴訟を起こしている
というものであり、我が国においても裁判が行われ、2002 年に第 1 審、2003 年に控訴








標章 6 件のうち 5 件の標章(被告標章 1 ないし 4 及び 6)について非類似と認定され、そ
のうち被告標章 4 に対する権利行使は権利濫用にあたると判断されている(東京地判平






にもみることができる。その事例とは EC 食品規則が TRIPS 協定 3 条及び 16 条に違反
するとして、アメリカやオーストラリアによって WTO の紛争処理手続きによる提訴が
された事例である(米谷,2005; 鈴木將文, 2006)。ここでは TRIPS 協定 16 条の違反につ




るとされていた(同規則 14 条 2 項)。この点が TRIPS 協定 16 条に違反すると提訴され
たが、WTO パネルは EC 食品規則 14 条 2 項の規定については、TRIPS 協定 16 条 1 項



































の 1 つではないかと考える。もともと、地理的表示を TRIPS 協定における特許や商標等
とともに保護すべき知的所有権の 1 つとして取り上げるよう最も強力に主張したのは EU
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であるが、その EU の主張の背景には、当時の GATT ウルグアイラウンド交渉における農
業補助金削減の動きの中で、EU が地理的表示を農業補助金の減少を補う農業政策の重要









































表 4 地域ブランドと地理的表示の保護要件の比較 
 本研究で整理した地域ブランド 地理的表示 
保護客体 地域産品又は役務 地域の商品 















































































































とについて、本研究では下記に挙げる 2 つの点を検討した。 




















本研究では、前述の本 EU 資料に基づき、地理的表示保護が可能な法制度を有する 142











約は EU として加盟している条約に限定し、1 人当たりの国民所得(GNI)は EU 全体で
のデータを採用している。尚、本 EU 資料との整合性を図るため、これらデータについ
ては全て 2008 年時点のデータを採用した。 
3) 統計的処理 
本研究では、地理的表示保護制度を有する国について、独自制度で保護する国と商標
制度で保護する国という 2 つの集団に分けた。そして、これら 2 つの集団に属する国々
について、関連する国際条約の加盟割合及び 1 人当たりの国民所得(GNI)で区分した各
階層に属する割合について比較した。尚、1 人当たりの国民所得(GNI)で区分した各階層
                                                  
 
9
関連する国際条約の加盟状況については WIPO の WP を参照。http://www.wipo.int/treaties/en/summary.jsp 
1 人当たりの国民所得(GNI)については世界銀行の WP を参照。http://data.worldbank.org/country 
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については、世界銀行が採用する 4 つの階層(Low income、Lower-middle income、
Upper-middle income、High income)を用いた。 
上記の両集団の各割合については下記の式による Z 検定により有意差検定を行った。 
 
【Z 検定】 
 = | − |

















本研究では地理的表示保護制度に関連する条約として、以下の 5 つの条約を挙げた10。 
(ア) 工業所有権の保護に関するパリ条約(1884 年 7 月 7 日発効) 
(イ) 虚偽又は誤認を生じさせる原産地表示の防止に関するマドリッド協定(1892 年 7
月 15 日発効) 
(ウ) 原産地名称の保護及び国際登録に関するリスボン協定(1966 年 9 月 25 日発効) 
(エ) 標章の国際登録に関するマドリッド協定(1892 年 7 月 15 日発効)及びマドリッド
協定議定書(1995 年 12 月 1 日発効) 
                                                  
 
10
本 EU 資料(Part1),pp.2-7 においても、地理的表示保護に関連する条約として同じ 5 条約を挙げている。 
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(オ) TRIPS 協定(1995 年 1 月 1 日発効) 
上記のうち、(ア)から(エ)までは WIPO が所管する国際条約である。WIPO では原産
地表示(Indications of source)及び原産地名称(Appellation of origin)について地理的表
示に含まれるものとして使用している。(ア)工業所有権の保護に関するパリ条約(以下、
「パリ条約」という)では、工業所有権の保護に原産地表示又は原産地名称が含まれてい












も同一と定めていることから(議定書 10 条及び 11 条)、本研究では 1 つの条約として扱
うこととした。(オ)TRIPS 協定は前述の通り、地理的表示を保護すべき知的所有権の 1
つとして定めた WTO が所管する条約である。尚、本研究における TRIPS 協定の加盟









の上記 5 つの条約の加盟率について比較した(表 5)。 
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96% 16% 23% 34% 86% 
商標制度 
(60 か国) 
90% 13% 3% 35% 75% 
加重平均 P 0.933 0.149 0.142  0.343 0.813 
検定統計量 Z 1.367 0.466 3.241**  0.147 1.697*  
**、*はそれぞれ有意水準 5%(Z≧1.960)、10%(Z≧1.645)で統計学的有意差があることを表す。 
これによると、(ア)パリ条約については、独自制度で保護する 74 か国中 71 か国が加
盟しており、加盟率は 96％であった。一方、商標制度で保護する 60 か国では、54 か国
が加盟しており、加盟率は 90％であった。(イ)マドリッド協定(原産地表示)では、独自
制度で保護する 74 か国中 12 か国が加盟しており、加盟率は 16％であった。一方、商
標制度で保護する 60 か国では、8 か国が加盟しており、加盟率は 13％であった。(エ)
マドリッド協定(標章)は、独自制度で保護する 74 か国中 25 か国が加盟しており、加盟
率は 34％であった。一方、商標制度で保護する 60 か国中 21 か国が加盟しており、加
盟率は 35％であった。上記(ア)、(イ)、(エ)の 3 つの条約の加盟率について検定したとこ
ろ、いずれも統計学的有意差は見られなかった。このことは、独自制度で保護する国と
商標制度で保護する国の加盟率に統計上の違いはないことを意味する。 
しかし、(ウ)リスボン協定では、独自制度で保護する 74 か国中 17 か国が加盟してお
り、加盟率は 23％であったのに対して、商標制度で保護する 60 か国では、2 か国しか
加盟しておらず、加盟率は 3％にとどまった。加盟率について検定した結果、明らかな
統計学的有意差が見られた。さらに、(オ)TRIPS 協定は独自制度で保護する 74 か国中
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銀行では 1 人当たりの国民所得(GNI)を元に世界各国を 4 つの階層に分類している。 
(ア) Low income(以下、低所得国という) 
(イ) Lower-middle income(以下、低中所得国という) 
(ウ) Upper-middle income(以下、高中所得国という) 
(エ) High income(以下、高所得国という) 
地理的表示を独自制度で保護する 74 か国と商標制度で保護する 60 か国について、上
記 4 つの階層に属する国の割合について比較した(表 6)。 
表 6 1 人当たりの国民所得(GNI)で分類される各グループに属する国の割合 
 
低所得国 低中所得国 高中所得国 高所得国 
独自制度 
(74 か国) 
24% 27% 39% 9% 
商標制度 
(60 か国) 
25% 35% 15% 25% 
加重平均 P 0.246  0.306 0.284 0.164  








18 か国が属しており、その割合は 24％であった。一方、商標制度で保護する 60 か国で
は 15 か国が属しており、その割合は 25％とほとんど変わらない結果となった。統計学
的有意差もみられなかった。(イ)低中所得国に属する国については、独自制度で保護す
る 74 か国中 20 か国で 27％を占めるのに対し、商標制度で保護する 60 か国では 21 か
国で 35％を占めており、商標制度で保護する国の割合の方が高い結果となったが、統計
学的有意差は見られなかった。 
しかし、(ウ)高中所得国に属する国の場合は、独自制度で保護する 74 か国中 29 か国
で 39％を占めるのに対し、商標制度で保護する 60 か国では 9 か国で 15％を占めるにと
どまった。両者の割合について検定の結果、統計学的有意差も見られた。これにより、
高中所得国では独自制度で保護する国の割合の方が有意に高い結果となった。(エ)高所
得国に属する国については、独自制度で保護する 74 か国中 7 か国で 9％にとどまったの
に対し、商標制度で保護する 60 か国では 15 か国で 25％を占める結果となり、統計学
的有意差も見られた。高所得国では商標制度で保護する国の割合の方が有意に高い結果









れる。そこで、これら 2 つの条約の共通要素について考察したい。 



















地の環境に専ら又は本質的に由来する場合に限る。」(同協定 2 条 1 項) 










ても、権利侵害又は模倣に対抗して保護が保証される。」(同協定 3 条) 

























































知的所有権を包括的に規定している。同法では商標に関する章(Chapter 19 ないし 29)
とは別に規定された地理的表示に関する章(Chapter 33)により、独自制度を設けている。
これによると、ワイン及びスピリッツを含む商品の地理的表示については「kind」、
「type」、「imitation」等の語を含む場合でも保護される(Article 161 (1)( iii))。 
南アフリカは商標法以外の地理的表示保護制度として、酒類生産物法(Liquor Prod-
ucts Act)と農産物基準法(The Agricultural Product Standards Act)という独自制度を
有する。この内、農産物基準法によって、地理的名称について「kind」、「type」、「style」、
「imitation」等の語を含む場合でも保護される(Article 6A)。 




これら併用制度を採用する国では、TRIPS 協定 23 条への対応のためワイン及びスピ
リッツに限定している場合が多いものの、地理的表示保護における「追加的保護」に対
して独自制度で対応している点では、独自制度のみを有する国と同様であるといえる。 
                                                  
 
11
我が国酒団法については法令データ提供システム http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi、その他 4 か国の関連法令につ
いては WIPOLex を参照 http://www.wipo.int/wipolex/en 
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一方、表 6 で取り上げた地理的表示について独自制度のみで保護する高中所得国 29
か国は次の通りであり、ブラジル等中南米諸国やロシア、ウクライナ等の旧ソビエト連
邦構成国が含まれている(表 8)。これらの国々において地理的表示を独自制度で保護して
いる国が多い傾向にあることについては 2 つの理由が考えられる。 


































     (出典)筆者作成 
1 つには、国家間の地域的な枠組みの存在の影響である。例えば中南米諸国を例に挙
げると、表 8 で挙げる中南米諸国 14 か国のうちの 3 か国(コロンビア、エクアドル、ペ
ルー)はボリビアとともにアンデス共同体(Andean Community)を構成している。同じく
中南米には、南米南部共同市場(MERCOSUR)という関税同盟があり、表 8 で挙げる中











                                                  
 
12
条文については WIPOLex を参照 http://www.wipo.int/wipolex/en 






国が現れている。その代表的な例が EU である。元来、EU は地理的表示保護制度を積







めの国際交渉を積極的に推進している(Bowen, 2010; 高橋, 2011)。前述したように



















                                                  
 
13
条文については WIPOLex を参照 http://www.wipo.int/wipolex/en 
142012 年 11 月 30 日付け EU プレスリリース(IP/12/1297) 
参照 WPhttp://europa.eu/rapid/press-release_IP-12-1297_en.htm 














































のみから表される商標は、識別力の無い記述的商標として商標法 3 条 1 項 3 号に該当する
ため登録できない。登録するためには、当該商標の使用により全国的な周知性を獲得して、
同法 3 条 2 項の適用を受ける必要がある。しかし、それでは、全国的周知性を獲得するま




ある識別力のバーを下げることで(同法 7 条の 2 第 1 項柱書)、同法 3 条 2 項よりも緩やか
な条件で、地域ブランドの商標登録を認める基本構造になっているのである(小川, 2006; 











- 49 - 
 
 
表 9 我が国の商標法における地域団体商標、通常の商標及び団体商標の比較 
項目 地域団体商標 





商標の構成 地名＋商品名等に限定 限定なし 限定なし 















周知・著名性 隣接都道府県(7 条の 2) 全国的知名度(3 条 2 項) 全国的知名度(3 条 2 項) 
地域との密接
関連性 







無効事由(46 条 1 項 6 号) 無効理由ではない 無効理由ではない 
除斥期間の対
象の制限 
一部制限なし(47 条) ある ある 
譲渡制限 不可(24 条の 2・4 項) 可能(24 条の 3) 可能(24 条の 2) 
(4 条 2 項の商標は除く) 
先使用権 周知性不要(32 条の 2) 周知性必要(32 条) 周知性必要(32 条) 
専用使用権 設定不可(30 条) 可能(30 条) 可能(30 条) 












これまで使用の確認を必要としていたのは、同法 3 条 2 項の適用の場合と不使用取消審判
だけであったが、地域団体商標においても使用による周知性が求められている(林, 2008)。
2 つ目は登録における新しい識別力の基準の導入である。これまで登録における使用によ
る識別力の基準であった同法 3 条 2 項による全国的周知性に対して、地域団体商標では隣
接都道府県での周知性という新たな基準が求められている。このように登録において識別
力について 2 つの基準を設ける国の例としてアメリカがある。アメリカ商標法では、識別
力に応じて商標を主登録簿と補助登録簿に分けて登録している(合衆国法典第 15 巻(15 
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表 10 地域団体商標の特徴と起草者及び行為規制定型化説の説明 
項目 地域団体商標 












































































































が想定するブランドと商標法 3 条 1 項各号に該当する様なブランドとの関係において普
遍的にいえるのであって、地域ブランドとの関係に限らないからである。さらにいえば、




























































































制度であると説明する論者もいるのである(ガンジー, 2006; 趙, 2009)。さらに、欧州の一
部の国や EU は、我が国が商標制度に TRIPS 協定の地理的表示制度を導入したと認識し、
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表 11 地域団体商標と地理的表示の相違 
 地域団体商標 TRIPS 協定上の地理的表示 






































































































































標制度について、第 9 回(2004 年 10 月 5 日開催)から第 12 回(2005 年 2 月 18 日開催)
までの計 4 回の会合で検討を重ね、その結果を 2005 年 2 月に「地域ブランドの商標法
における保護のあり方について」という報告書にまとめた(経済産業省, 2005)。この報告
書において地域団体商標制度の創設が提言されたことが、2005 年 6 月 8 日の商標法の
一部改正につながるのである。この商標制度小委員会の配布資料や議事録等は特許庁の
Web ページ上に公開されている15。この公開された配布資料及び議事録をみると、興味
深い事実がわかる。地域ブランドの保護制度について議論を始めた 2004 年 10 月 5 日開
                                                  
 
15
特許庁 WP を参照 http://www.jpo.go.jp/cgi/link.cgi?url=/shiryou/toushin/shingikai/sangyou_kouzou.htm 



















所管する一次産品や食品であるという事実にある。特許庁が 2011 年 4 月 8 日に公表し
                                                  
 
16
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た 2011 年 3 月末日までの地域団体商標の出願状況17によると、出願件数の産品別割合で
























ついて、商標制度としての制度設計を進めていくことになる。第 9 回につづく第 10 回
会合(2004 年 12 月 2 日開催)では、報告書案の検討に入り、同年 12 月 10 日から翌 2005
年 1 月 7 日までの期間に報告書案のパブリックコメントを受け付け、第 11 回会合(2005
                                                  
 
17
特許庁 WP を参照 http://www.jpo.go.jp/cgi/link.cgi?url=/torikumi/t_torikumi/t_dantai_syouhyou.htm 
18
農林水産省 WP を参照 http://www.maff.go.jp/j/study/other/tiri_hyoji/index.html 
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年 1 月 14 日開催)、パブリックコメントを受けた報告書案の検討を行い、第 12 回会合





























                                                  
 
19
農林水産省 WP には、「食品等の地理的表示の保護に関する専門家会合」について、議事内容等については 2004 年 9 月 29
日開催の第 1 回分しか公開されていない。 
































































                                                  
 
20
八丁味噌カクキューWP を参照 http://www.kakuq.jp/home/info_2.htm 
21
尚、地域団体商標「松坂牛」は関連する 11 団体が商標権を共有している。 







麺会」は文字商標「喜多方ラーメン」を 2006 年 4 月 1 日に地域団体商標出願した22。
そして、2008 年 3 月 31 日に、周知性要件を満たさないとの理由で拒絶査定を受け、そ
して 2008 年 5 月 7 日に拒絶査定不服審判を請求し、翌 2009 年 11 月 12 日に請求不成
立の審決を受けた。そこで、出願団体は知的財産高等裁判所(以下、知財高裁という)に








3) 地域内アウトサイダーによる地域団体商標の使用が商標法 26 条 1 項 2 号乃至 3 号に
該当すると判断された事例(博多織の場合) 
この事例は、登録主体団体に加入していない当該地域の事業者、いわゆる地域内アウ















続補正を行い、最終的に指定商品を削除し、指定役務第 43 類「福島県喜多方市におけるラーメンの提供」に減縮している。 




は商標法 7 条の 2 における周知性要件の認定、登録後の権利行使段階においては同法 26





























































































年 12 月 29 日に最高裁に上告したが、2012 年 1 月 31 日付けで上告を退ける決定をし、













































































て、輸入自由化以前の 1990 年度と自由化以降の各年度の kg 当りの枝肉卸売価格を比較し
た(図 4)。これによると、輸入自由化開始直後の 1995 年度は、どのランクの価格を下落し











































つ類の卸売価格は、輸入自由化前の 191 円／kg(1990 年)に対して、輸入自由化後は 172
円／kg(2005 年)であり、又、りんごの卸売価格については、輸入自由化前の 271 円／
kg(1992 年)に対して、輸入自由化後は 241 円／kg(2005 年)と推移している。これら品
目の価格面での影響については顕著なものではなく、回避できていると農林水産省は分
析している(農林水産省, 2007b)。 



























1990年 1995年 2000年 2005年
輸入生鮮オレンジ
国産（温州みかん）
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図 9 おうとう(さくらんぼ)の国産品及び輸入品の卸売価格の推移 
(単位：円／kg) 
 
注)輸入おうとうは 1990 年度のデータなし 
(出典) 農林水産省(2007b)より、筆者作成 
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23
農林水産省 WP を参照。http://www.maff.go.jp/j/shokusan/tizai/other/gikenkyu.html 






















































④ EU や米国等の諸外国の理解を得られる制度の導入 





























































検討されてきた課題である(ガンジー, 2006; 今村, 2006; 青木博文, 2008; 小川, 2008; 
林, 2008; 趙, 2009)。これら既存研究によると、制度創設の趣旨や保護対象の違いから
地域団体商標制度は地理的表示の保護を目的とする制度ではないとの見解が示されてい
る(小川, 2008; 林, 2008) 。しかし、地域団体商標の登録案件の中には、｢PROSCIUTTO 










                                                  
 
24 「PROSCIUTTO DI PARMA(IT/PDO/0317/01028)」は、EU の地理的表示保護制度の 1 つである EC 農産物及び食品に係
る地理的表示及び原産地呼称の保護に関する理事会規則 510/2006 号に定める PDO (保護原産地呼称: Protected Designation of 
Origin)に認定されている。DOOR database(http://ec.europa.eu/agriculture/quality/door/list.html)を参照。 

























内に地理的表示保護制度を確立し、TRIPS 協定 24 条に規定する国際的なスキームに載




































②地理的表示の保護の対象について、報告書骨子案では EU の PGI 制度のように、生
産、加工、調製のいずれかが特定の地域内で実施される地域ブランド産品を保護対象に
想定している 。この点について、我が国は伝統的に原料を別の地域から調達して地域ブ
ランド産品を形成することが多いとの指摘があったことを理由の 1 つに挙げている 。





















については、TRIPS 協定 24 条 6 項において例外規定が設けられており、諸外国の例を






導入する必要性を肯定する根拠の 1 つに挙げる意見も存在する(荒木雅也, 2005)。実際、
現行の EC 食品規則(No.510/2006)では、農産物や食品の製品基準等を定めた産物明細書
について規定されており(同規則 4 条)、産物明細書の提出が地理的表示登録出願の要件
となっている(同規則 5 条)。報告書骨子案で提言する品質管理措置が EU と同等の制度
を想定しているならば、強力な品質保証機能を有することになると評価できる。今後は










けた登録認定機関が、当該農林物資に係る JAS 規格の認定審査を行っている(JAS 法 17













































可能であろうと思われる。その場合における法的根拠として EC 食品規則を TRIPS 協










































































































































ても、TRIPS 協定 22 条に定義される地理的表示に該当すれば保護を受けられる可能性があ
るといえる。また、TRIPS 協定 22 条に定義される地理的表示は商品のみが保護対象である
が、地域団体商標制度では商品だけでなく役務も保護対象となっている。このように両制度
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別表 調査対象 161 か国の地理的表示保護制度の概要 
No 国名 制度 関係法令 
1 アフガニスタン - - 
2 アルメニア 独自制度 
 Law on Trade Marks, Service Marks and Appella-
tions of Origin, July 1997, as last amended on 20 
March 2000 
3 アゼルバイジャン 独自制度 
 Law No. 504-IQ “On Trade Marks and Geograph-
ical Indications”, June 1998 
4 バーレーン 併用制度 
 Law No. 7 of 2004 on Geographical Indications, 
Legislative Decree No.10 for the year 1991 with 
Respect to Trademarks 
5 バングラデシュ 商標制度  The Trade Marks Act No. 5, March 1940 
6 ブータン 商標制度 
 The Industrial Property Act of the Kingdom of 
Bhutan of 1997 last amended in 2001 
7 ブルネイ 商標制度 
 The Trade Marks Act (Cap 98) and the Trade Mark 
Rules, 2000 effective as of 1 June 2000 
8 カンボジア 商標制度 
 The Law concerning Marks, Trade Names and Acts 
of Unfair Competition entered into force on 8 
January 2002 
9 中国 併用制度 
 The State General Administration of Quality Su-
pervision, Inspection and Quarantine (AQSIQ) is-
sued on 7 June 2005 the Regulation on Protection 
of Products of Geographical Indications, which 
came into force on 15 July 2005 
 The Chinese Trademark Law of 23 August 1982 
amended on 22 February 1993 and on 27October 
2001 
10 東ティモール - - 
11 グルジア 独自制度  Law on Appellations of Origin and Geographical 
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Indications of Goods November 1999 
12 インド 独自制度 
 The Geographical Indications of Goods (Registra-
tion and Protection) Act, 1999 (No. 48 of 1999), 
entered into force on 15 September 2003 
13 インドネシア 独自制度 
 Law No. 15 of 2001 on Marks (State Gazette of RI 
of 2001 No. 110) of 1 August 2001 
14 イラン 商標制度 
 Patent and Trademark Registration Law, July 
1931 
15 イラク 商標制度 
 Trademark and Geographical Indications Law No. 
21 of 1957, as amended by Laws No. 7 of 1962 and 
No. 214 of 1968 and 26 April 2004 
16 イスラエル 独自制度 
 Appellations of Origin (Protection) Law, No. 5725, 
of 7 July 1965, as last amended in January 2000 
17 日本 併用制度 
 Law concerning Liquor Business Associations and 
Measures for Securing Revenue from Liquor Tax, 
of 28 December 1994 
 The Trademark Law, of 13 April 1959, entry into 
force 1 January 1971, as amended in April 2006 
18 ヨルダン 独自制度 
 Law on Geographical Indications No. 8 of 2000, 
entered into force the 2 May 2000 
19 カザフスタン 独自制度 
 Law № 456 on Trademarks, Service Marks and 
Appellations of Origin of Goods of 26 July 1999, 
Title VII, as amended by the Law of the Republic of 
Kazakhstan No.586-II of 9 July 2004 
20 北朝鮮 独自制度 
 Law of Appellations of Origin of the D.P.R. of Ko-
rea of 15 March 2005 
21 韓国 併用制度 
 Agro-Fisheries Product Quality Management Act 
No. 5667 of 21 January 1999 
 The Korean Trademark Act No. 71, promulgated 
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on 26 November 1946, as last amended on 1 July 
2005 
22 クウェート 商標制度 
 Legislative Decree No.10 for the year 1991 with Re-
spect to Trademarks 
23 キルギスタン 独自制度 
 The Law "On Trademarks, Service Marks and Ap-
pellations of Places of Origin of Goods", No. 7 of 14 
January 1998 
24 ラオス 商標制度 
 Prime Minister’s Decree on trademark of 18 January 
1995 
25 レバノン 商標制度 
 Industrial Property Law, Decree No. 2385 of 1924, as 
revised by the Law of January 1946 
26 マレーシア 独自制度 
 The Geographical Indications Act of 2000, enter into 
force on 15 August 2001 amended in 2002 by the Act 
N°A 1141/2002 
27 モルジブ - - 
28 モンゴル 独自制度  Law on Trademarks and GIs of 2 May 2003 
29 ミャンマー 独自制度  There is no specific trademark law so far. 
30 ネパール 商標制度 
 The Patent, Design and Trademark Act, Act No.15, 
August 1965 as Amended by Act N° 2044 of 1987 
31 オマーン 独自制度 
 Royal Decree No. 40/2000 promulgating the Law on 
the Protection of GIs entered into force on 21 May 
2001 
32 パキスタン 商標制度  Trade Marks Ordinance, 2001 
33 フィリピン 商標制度 
 The Intellectual Property Rights Code of the Philip-
pines (Act No. 8293) adopted in June 1997 and en-
tered into force in January 1998 
34 カタール 独自制度 
 Law on Trademarks, Trade Names, Geographical 
Indications, Industrial Models and Designs, No. 9 of 
2002 
- 103 - 
 
 
35 サウジアラビア 商標制度  Trademark Law No. M/5, January 1984 
36 シンガポール 併用制度 
 Geographical Indications Act (Cap. 117B), in force 
from January 15, 1999 
 Trade Marks Act (Cap. 332, 2005 Rev. Ed.) 
37 スリランカ 併用制度 
 The Intellectual Property Act No. 36 of 2003 which 
replaced the Code of Intellectual Property Act No. 52 
of 1979 contains a section on Geographical Indica-
tions (Part IX, Section 161) 
 The Intellectual Property Act No. 36 of 2003 which 
replaced the Code of Intellectual Property Act No. 52 
of 1979 contains a section on marks (Part V) 
38 シリア 商標制度 
 Legislative Decree No 47 issued on October 9, 1946 
and amended by Law No.28 dated 3/4/1980, which 
provides protection to trademarks 
39 台湾 商標制度  Trademark Act 2003, enforced on 28 November 2003 
40 タジキスタン 独自制度 
 Provisional Regulation on Origin of Goods No. 160, 
February 1995 
41 タイ 独自制度 
 Act on Protection of Geographical Indications B. E. 
2546 of 2003, which entered into force on 28 April 
2004 
42 トルクメニスタン 商標制度  Patent Law No. 867-XII, October 1993 
43 アラブ首長国連邦 商標制度  Federal Law for Trade Marks No. 37 of 1992 
44 ウズベキスタン 独自制度 
 Law on Trademarks, Service Marks and Appellation 
of Origin, August 2001 
45 ベトナム 独自制度 
 Intellectual Property Law of Vietnam, adopted on 19 
November 2005 and entered into force on 1 July 2006 
46 イエメン 商標制度  Intellectual Property Rights Law No. 19 of 1994 
47 アルバニア 独自制度  Law on Industrial Property No. 7819 of 27 April 1994 
48 ベラヌス 独自制度  Law on geographical indications No. 127-3 of 17 July 
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2002 entered into force on 30 January 2003, as 
amended by Law No 319 of 29 October 2004, entered 
into force on 10 November 2004 
49 ボスニア・ヘルツェゴビナ 独自制度 
 Industrial Property Law of Bosnia and Herzegovina, 
which was adopted on 27 February 2002 and entered 
into force on 27 August 2002 
50 クロアチア 商標制度 
 Act on GIs and Designations of Origin of Products and 
Services OG No. 173/2003 of 31 October 2003, in force 
from 1 January 2004 
51 アイスランド 商標制度  The Trade Marks Act No. 45 of 22 May 1997 
52 欧州連合(27 か国) 独自制度 
 Council Regulation (EC) No 510/2006 of 20 March 
2006 on the protection of geographical indications and 
designations of origin for agricultural products and 
foodstuffs 
 Council Regulation (EEC) No. 1601/91 of 10 June 
1991 laying down general rules on the definition, de-
scription and presentation of aromatized wines, aro-
matized wine-based drinks and aromatized wine 
product cocktails 
 Regulation (EC) No. 110/2008 of the European Par-
liament and of the Council of 15 January 2008 on the 
definition, description, presentation, labelling and the 
protection of spirit drinks 
53 マケドニア 独自制度 
 Act of Industrial Property of 1993 (Part Four “Appel-
lation of Origin and Geographical indication”), last 
amended in 2004 
54 モルドバ 独自制度 
 Law on Trademarks and Appellations of Origin No. 
588 – XIII of 22 September 1995 amended by the Law 
No. 1009 – XIII of 22 October 1996, the Law No.1079 
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– XIV of 23 June 2000, the Law No. 65 XV of 12 April 
2001, the Law No. 1446 – XV of 8 November 2002, the 
Law No. 469 – XV of 21 November 2003  
55 ノルウェー 商標制度 
 The Trade Marks Act No. 4 of March 3, 1961, as last 
amended by Act No. 15 of 1 May 2003 
56 ロシア連邦 独自制度 
 Federal Law on Trademarks, Service Marks and Ap-
pellations of Origin of Goods of 11 December 2002 
57 サンマリノ 商標制度 
 Law No. 64 (on the filing, granting and registration of 
patents, trademarks and designs within San Marino), 
June 1997,in force since July 1997 
58 セルビア・モンテネグロ  独自制度  Law on Geographical Indications of 1 April 1995 
59 スイス 独自制度 
 Ordinance on the Protection of Appellations of Origin 
and Geographical Indications in Respect of Agricul-
tural Products and Processed Agricultural Products of 
28 May 1997, entered into force on 1 July 1997 
60 トルコ 独自制度 
 Decree-Law No. 555 on the Protection of Geographical 
Signs adopted and entered into force on 27 June 1995 
61 ウクライナ 独自制度 
 Law No. 752-XIV on the Protection of Rights to Indi-
cation of Origin of Goods of 16 June 1999 
62 アルジェリア 独自制度  Ordinance regarding GIs N° 76 – 65, 16 July 1976 
63 アンゴラ 商標制度  Industrial Property Law No. 3/92, February 1992 
64 ベニン 独自制度 
 Bangui Agreement, March 1977 (Annex VI), since 
February 1982, as last amended in February 1999 
65 ボツワナ 商標制度 
 Industrial Property Act No 14 of 1996, which entered 
into force on 27 August 1996, amended by the Indus-
trial Property Regulations No 7 of 25 August 1997 
66 ブルキナファソ 独自制度 
 Bangui Agreement, March 1977 (Annex VI), since 
February 1982, as last amended in February 1999 
67 ブルンジ 商標制度  Trademark Law, August 1964 
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68 カメルーン 独自制度 
 Bangui Agreement, March 1977 (Annex VI), since 
February 1982, as last amended in February 1999 
69 カーボベルデ - - 
70 中央アフリカ 独自制度 
 Bangui Agreement, March 1977 (Annex VI), since 
February 1982, as last amended in February 1999 
71 チャド 独自制度 
 Bangui Agreement, March 1977 (Annex VI), since 
February 1982, as last amended in February 1999 
72 コンゴ共和国 独自制度 
 Bangui Agreement, March 1977 (Annex VI), since 
February 1982, as last amended in February 1999 
73 コンゴ民主共和国 商標制度 
 Law No. 82-001 of January 1982 on Industrial Prop-
erty (Articles 101 to 105 are dedicated to Geographical 
Indications) 
74 ジブチ - - 
75 エジプト 商標制度 
 Law on the Protection of Intellectual Property Rights 
No. 82, Book 2, entered into force on 3 June 2002 
76 エリトリア - - 
77 エチオピア 商標制度  Commercial Code and Proclamation No. 67/1997 
78 ガボン 独自制度 
 Bangui Agreement, March 1977 (Annex VI), since 
February 1982, as last amended in February 1999 
79 ガンビア 商標制度 
 The Trade Marks Act, cap. 182 No. 30 of 1916, No. 13 
of 1923 
80 ガーナ 商標制度 
 Trademarks Act No. 270 of 25 February 1965 which 
entered into force with the approval of the imple-
menting regulations in 1970 
81 ギニア 独自制度 
 Bangui Agreement, March 1977 (Annex VI), since 
February 1982, as last amended in February 1999 
82 ギニアビサウ 独自制度 
 Bangui Agreement, March 1977 (Annex VI), since 
February 1982, as last amended in February 1999 
83 赤道ギニア 独自制度  Bangui Agreement, March 1977 (Annex VI), since 
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February 1982, as last amended in February 1999 
84 コートジボワール 独自制度 
 Bangui Agreement, March 1977 (Annex VI), since 
February 1982, as last amended in February 1999 
85 ケニア 商標制度 
 The Trademarks Act, cap. 506, No 51 of 1956, No 39 of 
1956 as amended by the Trademarks Acts No 11 of 
1965, No 1 of 1984, Statute No 7 of 1990 and last 
amended by Act No 5 of 28 July 1994 
86 レソト 商標制度  Industrial Property Amendment Act 1997, June 1997 
87 リベリア 商標制度 
 Patent, Copyright and Trademarks Law: Chapter 3 
Trademarks and service marks, November 1977 
88 リビア 商標制度  Trademark Law No. 40 of 1956 
89 マダガスカル 商標制度 
 Ordinance No 89-019 Establishing Protection for In-
dustrial Property in Madagascar 
90 マラウィ 商標制度  Trade Marks Act No 14 of April 1958 
91 マリ 独自制度 
 Bangui Agreement, March 1977 (Annex VI), since 
February 1982, as last amended in February 1999 
92 モーリタニア 独自制度 
 Bangui Agreement, March 1977 (Annex VI), since 
February 1982, as last amended in February 1999 
93 モーリシャス 独自制度 
 The Geographical Indications Act N 23 of 8 August 
2002 
94 モロッコ 独自制度 
 Order No. 1955 and 1956 concerning the general con-
ditions governing production of wines with registered 
appellations of origin of 8 October 1998 
95 モザンビーク 独自制度 
 The Industrial Property Code of Mozambique with 
Chapter VI on Appellations of Origin and Geograph-
ical Indications, approved by Decree 18/99 of May 4 
1999, which entered into force on 12 June 2006 
96 ナミビア 商標制度 
 Trade Marks in South West Africa Act No. 48 of 1973, 
in force since January 1974 
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97 ニジェール 独自制度 
 Bangui Agreement, March 1977 (Annex VI), since 
February 1982, as last amended in February 1999 
98 ナイジェリア 商標制度 
 Trade Marks Act No. 29 of 1965, in force since June 
1967 
99 ルワンダ 商標制度  Law on Trademarks of February 1963 
100 セネガル 独自制度 
 Bangui Agreement, March 1977 (Annex VI), since 
February 1982, as last amended in February 1999 
101 セイシェル 商標制度  Trade Marks Decree No. 18 of 1977 
102 シエラレオネ 商標制度 
 Merchandise Marks Act No. 7, Chapter 245 of 1889, 
12 of 1889, 2 of 1908, 32 of 1908, 39 of 1908, 24 of 
1955, as amended by the Laws (Adaptation) Act No. 
29 of 1972 
103 ソマリア - - 
104 南アフリカ 併用制度 
 Liquor Products Act No. 60 of 1989 (section 11 and 12) 
as amended by Liquor Products Amendment Act No. 
11 of 1993 
 Trade Marks Act No. 194 of 22 December 1993, en-
tered into force on 1 May 1995 
105 スーダン 商標制度  The Trade Marks Act, No.8 of 1969 
106 スワジランド 商標制度  Merchandise Marks Act No. 24 of 1937 
107 タンザニア 商標制度  The Trade and Service Marks Act No. 12 of 1986 
108 トーゴ 独自制度 
 Bangui Agreement, March 1977 (Annex VI), since 
February 1982, as last amended in February 1999 
109 チュニジア 独自制度 
 Law on registered appellations of origin and indica-
tions of source of agricultural products No. 99-57 of 28 
June 1999 
110 ウガンダ 商標制度 
 The Trade Marks Act, cap. 83 (Ord. 14 of 1952, L.Ns. 
281 of 1952, 161 of 1962, 261 of 1962, Act 3 of 1965), 
January 1933 
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111 ザンビア 商標制度 
 The Trade Marks Act, Cap. 401 of the Laws of Zambia, 
April 1958, as amended up to 1994 
112 ジンバブエ 独自制度 
 Geographical Indications Act No 24/2001, entered into 
force on 1 March 2002 
113 カナダ 商標制度  Trademarks Act of 1985, as amended in 1996 
114 アメリカ合衆国 商標制度 
 The Lanham Trademark Act of 1946, as amended in 
1999 
115 アンティグア・バーブーダ - - 
116 アルゼンチン 独自制度 
 Law No. 25380 establishing a legal framework for 
indications of source and denominations of origin for 
agricultural and food products, entered into force on 9 
January 2001, as modified by the Law No. 25966 of 17 
November 2004 
 MERCOSUR/GMC/RES. No. 26/03 
117 バルバドス 独自制度  The Barbadian Geographical Indications (GI) Act 
118 バハマ 商標制度  The Bahamian Trade Marks (TM) Act 
119 ベリーズ 商標制度  The Belize Trade Marks (TM) Act 
120 ボリビア 独自制度 
 Decision No. 486, of the Commission of the Cartagena 
Agreement of 2000 
121 ブラジル 独自制度 
 Industrial Property Law No. 9279, from May 1996, 
entered into force in May 1997 
 MERCOSUR/GMC/RES. No. 26/03 
122 チリ 独自制度 
 The Law No. 19039, from 1991, has been amended by 
a Law from 1996 
123 コロンビア 独自制度 
 Decision No. 486, of the Commission of the Cartagena 
Agreement of 2000, adopted on 14 September 2000 
124 コスタリカ 独自制度 
 Law No. 7978 on Trademarks and other Distinctive 
Signs, from January 2000 
125 キューバ 独自制度  Decree Law No. 228 of 22 February 2002 on Geo-




126 ドミニカ - - 
127 ドミニカ共和国 独自制度 
 Law No. 20-00 on Industrial Property promulgated in 
April 2000 and effective since 8 May 2000 
128 エクアドル 独自制度 
 Intellectual Property Law No. 320, May 1998 
 Decision No. 486, Andean Community Common Pro-
visions on Industrial Property, December 2000 
129 エルサルバドル 独自制度 
 The Trademark and other Distinguishing Signs Law 
of 2002, was adopted on June 2002 
130 グレナダ - - 
131 グァテマラ 独自制度 
 Industrial Property Law, Decree No. 57-2000 that 
entered into force in November 2000 
132 ガイアナ 商標制度  The Guyanese Trade Marks Act 
133 ハイチ 独自制度 
 Decree of August 1960, which complements the Act of 
July 1954 
134 ホンジュラス 独自制度 
 Decree No. 12-99-E on Industrial Property, from 
January 2000 
135 ジャマイカ 併用制度 
 The Jamaican Protection of Geographical Indications 
Act was promulgated in March 2004 
 The Jamaican Trade Marks Act 
136 メキシコ 独自制度 
 The Industrial Property Law published by Decree in 
August 1994, amended in December 1997 and in May 
1999 
137 ニカラグア 独自制度 
 Law No. 380 on Trademarks and Other Distinctive 
Signs, from March 2001 
138 パナマ 独自制度 
 Law No. 35 “Provisions on Industrial Property”, of 
May 1996 
139 パラグアイ 商標制度 
 Trademarks Law No. 1294 of 1998 
 MERCOSUR/GMC/RES. No. 26/03 
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140 ペルー 独自制度 
 Peruvian Industrial Property Law, Legislative Decree 
No. 823, April 1996 (Title XV) 
 Decision No. 486, Andean Community Common Pro-
visions on Industrial Property, December 2000 
141 セントクリストファー・ネイビス  商標制度 
 The St. Kitts & Nevis Marks, Collective Marks and 
Trade Names Act 
142 セントルシア 独自制度  The Saint Lucian Geographical Indications Act 
143 セントビンセント・グレナディーン  商標制度  The Vincentian Trade Marks Act 
144 スリナム - - 
145 トリニダードトバゴ 独自制度  The Trinidad & Tobago Geographical Indications Act 
146 ウルグアイ 独自制度 
 Decree No. 34/999 of February 1999 Regulating Law 
No. 17.011 
 MERCOSUR/GMC/RES. No. 26/03 
147 ベネズエラ 独自制度 
 Decision No. 486, of the Commission of the Cartagena 
Agreement, in force since December 2000 
 MERCOSUR/GMC/RES. No. 26/03 
148 オーストラリア 商標制度 
 Trade Marks Act 1995 of October 17, 1995, amended 
by Trade Marks Regulations of 24 January 1996 
149 フィジー 商標制度 
 The Fiji Trade Marks Act of 1978, as last amended in 
1984 (Cap 240) 
150 キリバス - - 
151 マーシャル諸島 - - 
152 ミクロネシア - - 
153 ナウル - - 
154 ニュージーランド 商標制度  Trade Mark Act 2002, last amended in 2005 
155 パラオ - - 
156 パプアニューギニア 商標制度 
 Trade Marks Act No. 39 of 1978, as last amended in 
1994 
157 西サモア 商標制度  Trade Marks Act of 1972 
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158 ソロモン諸島 - - 
159 トンガ 商標制度  Industrial Property Act of 1994 
160 ツバル - - 
161 バヌアツ - - 
(出典) 本 EU 資料(2008)及び WIPO Lex より、筆者作成。 
 
